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２019 年度 事業報告 

自 ２０１９年４月  １日 

至 ２０２０年３月３１日 
 
１．事業活動の概要 
2019 年度の日本経済は、前半は米中貿易摩擦の激化などを映した海外経済の減

速等を受けて外需が下押しとなったものの、大型連休や消費増税の駆け込み需

要の影響により堅調に推移した個人消費や、旺盛な設備投資、国土強靭化対応

等が押し上げ要因となった公共投資などの内需がけん引役となり、緩やかな回

復基調が持続しました。しかしながら、後半に入り、消費増税の反動減、台風

による自然災害や暖冬などの天候要因に加えて、2 月以降は新型コロナウイル

スによる各方面への広範な影響により、日本経済は総崩れの状態となっており、

景気後退色が深まって憂慮される状況となっております。 
当研究所の業務運営につきましては、北陸経済の継続的な景気動向の把握に努

めるとともに、経済環境の変化にスポットをあてた様々な分野での調査を行い

ました。また、地域企業の IoT 化推進に向けたプラットフォームとしての活動、

地方創生を推進するための施策立案に資する自治体からの各種受託調査、企業

の人材育成ニーズにお応えする各種テーマを設定したセミナー事業、役職員に

よる講演・講義などを実施してまいりました。 
以下、事業内容につきましてご報告いたします。 

 

２．研究所の体制 
（１）当研究所の職員数（出向者を含む・パートは除く）は、２０２０年３月

末で１３名となり、前年度末に比べて１名減少しました。 

 ２０２０年３月末 前年度末比 

シニア フェロー １ 名 ＋１ 名 

特 別 研 究 員 １ 名 ０ 名 

部       長 １ 名 ０ 名 

担 当 部 長 １ 名 ０ 名 

総 括 研 究 員 １ 名 ０ 名 

主 任 研 究 員 ４ 名 △１名 

研   究   員   ２ 名 ０ 名 

事  務  局  長 ０ 名  △１名 

事  務  局  員 ２ 名 ０ 名 

合       計 １３ 名 △１ 名 
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（２）ご後援いただいております賛助会員の２０２０年３月末の状況は次のと

おりです。 

 
賛 助

会 員 数 

対 2019 年 3 月末比 賛 助 対 2019 年 3 月末比 

新規 退会 増減 口 数 新規 退会減口 増減 

富山県 1,671 29 51 △22 2,034 29 56 △27 

石川県 719 20 20  0 812 20 20 0 

福井県 353 11 18  △7 393 11 18 △7 

その他 40 3 1 +2 41 3 1 +2 

合 計 2,783 63 90 △27 3,280 63 95 △32 

（ 参考 ）購読会員は２０２０年３月末現在５６６先です。 
 

（３）基本財産は、一般財団法人への移行にあたり１０百万円（大口定期預金）

設定しました（２０１２年３月２９日開催の理事会、評議員会決議による）。

以後変動はありません。 

 

３．調査研究事業 

２０１９年度の自主調査研究は、「北陸の四半期経済速報（北陸のＱＥ推

計）」、「北陸の産業天気図」、「経営者の景気見通し」など定例調査のほか、実

用化が期待される自動運転やキャッシュレス決済に関する現状と課題、北陸

企業のＩＰＯなど、様々な分野にスポットをあてた調査を行いました。 

このほか各大学などの研究シーズを紹介する「産学連携」コーナー、分析

データを基にした「タイ経済最新情報」に加え、「トピックス」では、IoT 活

用推進フォーラムの活動報告、生活支援ロボットなどをテーマに掲載をいた

しました。 

また、北陸の各産業界で活躍するトップリーダーを紹介する「トップイン

タビュー」に加え、大正大学教授 小峰隆夫氏との対談を実施し、「平成の経

済を振り返る」と題して新春対談としてまとめました。 

なお、調査・研究の具体的な内容は以下のとおりであります。 

 

（１）経済、産業、地域活性化に関する調査研究 
掲載号 テーマ 

5 月号 

・北陸の産業天気図 ～製造業も非製造業も並行して改善～ 

・ＣＥＡＴＥＣ ＪＡＰＡＮ２０１８にみる先端テクノロジー 自動運転技術と新し

い移動サービス 

７月号 

・農業における女性活躍 

・ＣＥＡＴＥＣ ＪＡＰＡＮ２０１８にみる先端テクノロジー 変わるヘルスケア市

場と異業種参入 
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８月号 
・北陸の QE 2018 年度の北陸域内総生産推計 

・北陸の BSI 経営者の景気見通し 

9・10 月号 
・北陸の工作機械業界が提案する新技術・新製品～「JIMTOF2018」でみる新たな

展開～ 

11 月号 
・北陸のキャッシュレス事情と中小事業者が取り組むべき課題 

・北陸の産業天気図 

12 月号 ・生産性向上に向けた「テクノロジー」の活用 

1 月号 ・2019 年度、2020 年度 北陸の経済見通し 

２月号 
・北陸企業のＩＰＯの可能性を探る 

・北陸の BSI 経営者の景気見通し 

 
（２）トップインタビュー 

掲載号 テーマ 

6 月号 

・自由なる創意の結果が大いなる未来を拓く～めっきとは、人を、ものを、活き

活きさせるもの～ 

清川メッキ工業株式会社  代表取締役会長 清川忠氏

9・10 月号 

・必要な技術を必要なところへ、ビジネスに国境はない～時代の一歩先をみつめ、

世界に認められる企業を目指す～ 

             三光合成株式会社 代表取締役社長 黒田健宗氏 

12 月号 

・地元北陸で「外食ならハチバン」を目指す～8 番らーめんは北陸のソウルフー

ドであり続ける～ 

株式会社ハチバン 代表取締役社長 後藤克治氏 

3・4 月号 

・メイド・イン・フクイにこだわり続け、培ってきた特殊な経編技術で多様なニ

ーズにこたえる 

福井経編興業株式会社 代表取締役社長 髙木 義秀氏 

 

（３）新春対談 

掲載号 テ ー マ 

1 月号 
・平成の経済を振り返る 

大正大学地域創生学部教授 日本経済研究センター研究顧問 小峰隆夫氏 

 
（４）企業経営に関する調査研究 
＜チャレンジ＞ 

掲載号 企 業 名 

5 月号 株式会社アルケー（福井県福井市） 

6 月号 株式会社ワールドリー・デザイン（富山県射水市） 

7 月号 岩本工業株式会社（石川県白山市） 
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8 月号 株式会社 jig.jp（福井県鯖江市） 

9・10 月号 NSIC 株式会社（富山県射水市） 

11 月号 株式会社高井製作所（石川県野々市市） 

12 月号 ケーズメタル株式会社（富山県高岡市） 

1 月号 吉田酒造有限会社（福井県永平寺町） 

2 月号 株式会社心結（石川県金沢市） 

3・4 月号 OOKABE Creations 株式会社（福井県福井市） 

 

＜企業紹介＞ 

掲載号 企 業 名 

5 月号 会宝産業株式会社（石川県金沢市） 

6 月号 株式会社米五（福井県福井市） 

7 月号 株式会社北陸精機（富山県魚津市） 

8 月号 石川樹脂工業株式会社（石川県加賀市） 

9・10 月号 ときめきハウジング株式会社（福井県福井市） 

11 月号 株式会社古城モータース（富山県高岡市） 

 12 月号 株式会社どんたく（石川県七尾市） 

 1 月号 タカノギケン株式会社（富山県富山市） 

 2 月号 株式会社丸仁（福井県福井市） 

3・4 月号 株式会社金太（石川県金沢市） 

 
（５）受託調査 

北陸銀行からの受託調査につきましては、前記のとおり北陸の経済・産業・

企業動向などの調査・研究結果を月刊誌「北陸経済研究」により報告いたし

ました。 

その他、富山県をはじめとして各自治体、経済・産業の調査研究機関・団体

などから次のとおり１４件の調査を受託しました。 

№ 受 託 先 事 業 名 

1 
三菱 UFJ リサーチ 

＆コンサル 

景気ウォッチャー調査に伴う作業・分析業務 

（北陸地域） 

2 北陸銀行 「北陸銀行お客さまアンケート」集計・分析業務 
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3 射水市 第2期射水市子ども子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査

4 富山県 結婚等に関する県民意識調査 

5 南砺市 南砺市文化芸術創造都市事業経済効果 

6 富山県 シアターオリンピックス経済効果 

7 富山市 公共交通に関する市民意識調査分析 

8 ㈱Ｗ ＴＯＫＹＯ ＴＧＣ経済効果 

9 北陸経済連合会 北陸イメージアップ推進会議 

10 北陸経済連合会 案内表示等の多言語表記 

11 北陸経済連合会 データでみる北陸ＨＰ作成事業 

12 富山県 男女間における暴力に関する調査 

13 南砺市 南砺市 SDGｓ未来都市推進実施計画策定支援業務 

14 富山県 北陸新幹線敦賀延伸に関する調査 

 計  

 

４．コンサルティング・講師派遣・研修業務など 

（１）コンサルティング 

「経営相談」には日常的に対応し、実績は４５件となりました。経済動向、

業界動向、キャッシュレス決済などについて、担当職員が対応しました。 

 

（２）講師派遣 

Ａ．講演講師派遣 

賛助会員企業や団体、地方公共団体から講演講師の派遣依頼があり、役職

員が積極的に出向きました。派遣回数は１２回となりました。 

また、銀行の支店・取引先親睦会が企画した経済講演会への講演講師の派

遣を１０回行いました。 

講演テ－マとしては、北陸の経済見通しやキャッシュレス、ＡＩ関連、北

陸新幹線の経済効果などのテ－マが目立ちました。 

Ｂ．研修講師派遣 

富山大学工学部大学院の地域学講座、富山県立大学の講義において非常勤

講師などの派遣依頼を受け、合計２０回にわたり講師を務めました。 
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（３）新春講演会の開催 

開催日 演題 講師 来場者数 

2 月 21 日(金) 人工知能のもたらす未来 

～「人らしさ」とは何か～

東京大学 薬学部教授 

池谷 裕二氏 １８０名 

 

（４）ＩoＴ活用推進に向けての取り組み 

～「ＩｏＴ活用推進フォーラム」の活動について 

①概要 

２０１７年５月に当研究所を事務局として、ＩｏＴに関する手法や先進

企業の取組みなどを習得し、実証実験を実施することを目的とする「Ｉｏ

Ｔ活用推進フォーラム」を設立いたしました。 

  ②会員数 

    北陸三県企業 40 社（内、石川県４社、福井県１社） 

          正会員    32 社 

      内訳  サポータ会員 6 社 

          賛助会員    2 社  

  ③活動報告 

Ａ．2019 年度総会開催 

開催日：2019 年６月 20 日（木）  

参加者：30 社  44 名 

  

Ｂ．工場見学 

10 月 2 日（水） 株式会社トヨックス 

12 月 18 日（水） 東洋染工株式会社 

2 月 10 日（月） 富山製紙株式会社  

2 月 18 日（火） 株式会社三條機械製作所 

 

Ｃ．セミナー等開催実績 

開催日 内容 テーマと講師 参加者

６月 20 日

（木） 

第１回 

ＩｏＴ活用セミナー 

【講演】 

「使えるＩｏＴ事例」 

～グループワーク手法により役立つ事例を見つけよう～ 

東邦ビジネスコンサルタント株式会社 

代表取締役 粕井 隆氏 

３0 社 

44 名 

7 月 22 日

（月） 

実証実験 

発表大会 

【発表企業】  8 社 

 小松鋼機株式会社 株式会社ヤマシタ 

新光硝子工業株式会社 エステアール株式会社 

株式会社トヨックス 株式会社リッチェル 

株式会社ケイエステック 大栄建材株式会社 

29 社 

52 名 
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10 月 24 日

（木） 

第 2 回 

IoT 活用セミナー 

【講演①】 

「中堅製造業における IoT の価値創出と実証例」 

NEC ソリューションイノベータ株式会社 

  主席プロフェッショナル 中村 敏氏 

【講演②】 

「IoT セキュリティに対する取組みと将来展望」 

NEC ソリューションイノベータ株式会社 

  プロフェッショナル 斉藤 照夫氏 

15 社 

21 名 

1 月 10 日 

（金） 

第 3 回 

IoT 活用セミナー 

【講演①】 

「匠の技のデジタル化マニュアル」 

 株式会社ニコン  

主幹 技術士（経営工学部門） 浦野 雅輝氏 

【講演②】 

「IoT 活用による現場改善事例」 

 東芝テック株式会社  

中部支社 オート ID 事業部 部長 加藤 祥一氏 

21 社 

27 名 

1 月 16 日 

（木） 
講習会 

【講習会】 

「ラズベリーパイ・Node Red 講習会」 

    北陸コンピュータ・サービス株式会社 

    ICT イノベーション推進室 

      担当部長 小森 聡氏 

10 社 

13 名 

3 月 3 日 

（火） 

外観画像検査 

個別相談会 

【個別相談会】 

「外観検査の自動化への手引き」 

 新潟県工業技術総合研究所 

研究開発センター長 阿部 淑人氏 

個別相談企業 

株式会社リッチェル、エステアール株式会社 

2 社 

4 名 

3 月 18 日 

（水） 

第 4 回 

IoT 活用セミナー 

【講演①】 

「目的を見誤らない業務改善、ICT 推進と RPA 導入」 

  株式会社アークネクト 

代表取締役 地村 未知弘氏 

【講演②】 

「RPA を導入して当社はこう変わった！」 

    イセ株式会社 

代表取締役 伊勢 豪範氏  

5/18 に

延期 
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Ｄ．WG（ワーキンググループ）活動 ・・テーマ「工程の進捗管理の自動化」 

① 8/21（水） 15 社 22 人参加    

② 9/26（木） 15 社 20 人参加 

③ 10/28（月）13 社 18 名参加 

④ 11/28（木）15 社 19 名参加 

⑤ 12/26（木）14 社 18 名参加 

⑥ 2/6（木） 13 社 16 名参加 

⑦ 3/5（木） 新型コロナウイルス感染拡大のため延期 

⑧ 3/6（金） 新型コロナウイルス感染拡大のため延期 

⑨ 3/30（月）新型コロナウイルス感染拡大のため延期 

⑩ 3/31（火）新型コロナウイルス感染拡大のため延期 

 

（５）ビジネスセミナーの開催 

北経研セミナーは、各企業における人材育成ニーズに対応するため、知識・

スキルの習得に役立つと同時に厳選されたカリキュラムで質の高い内容を体

系的に提供できるように努めました。２０１９年度は北陸三県で５７回開催

し、受講者数は延べ１,２６９名となりました（２０１８年度は６２回開催し、

受講者数は延べ１,３１９名でした）。 

 

№ 開 催 日 タイトル 開催地 
受講者数

（人） 

1 4 月 2-3 日 「働くことの意味」と日常の「基本行動」を重視する 富山 44 

2 4 月 4-5 日 「働くことの意味」と日常の「基本行動」を重視する 金沢 22 

3 4 月 8-9 日 「働くことの意味」と日常の「基本行動」を重視する 福井 20 

4 4 月 16 日 製造業における見える化経営の進め方 富山 23 

5 4 月 18 日 「営業の基本の基本」を学ぶ 富山 21 

6 4 月 23 日 総務担当者の役割と３つの戦略的視点 金沢 27 

7 4 月 25 日 職場のリーダー育成セミナー 富山 33 

8 5 月 9 日 実践的「報・連・相」の極意 金沢 22 

9 5 月 16 日 甘えを捨てよ！中堅社員 福井 16 

10 5 月 17 日 簿記と経理の基礎知識 金沢 17 

11 5 月 21 日 文書作成 メール作成の基本をしっかり学ぶ 富山 17 

12 5 月 23 日 管理職によるチーム活性化７つの具体策 金沢 29 

13 5 月 24 日 人事マネジメントの基礎セミナー 富山 15 

14 5 月 28 日 戦略的マネジメント力強化研修 金沢 10 

15 6 月 6 日 間接部門の見える化とＫＰＩ設定のツボ 富山 9 

16 6 月 7 日 ワンランク上のビジネスマナーセミナー 小松 14 

17 6 月 13 日 管理職の基礎・基本 金沢 17 
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18 6 月 14 日 中堅社員に求められる役割とスキル 富山 34 

19 6 月 24 日 成果を上げる問題解決力 富山 22 

20 6 月 28 日 採用から退職までの法律知識と労働法・労務管理の基礎知識 金沢 24 

21 7 月 5 日 人事制度を見直すポイント 富山 14 

22 7 月 10 日 期待される役割と働き方を考える 福井 10 

23 7 月 12 日 ビジネスリーダーのための「5つの仕事力」強化セミナー 金沢 34 

24 7 月 17 日 商談の基本を学ぶ 金沢 23 

25 7 月 19 日 取締役の責任と義務 富山 21 

26 7 月 22 日 製造業の基本的課題に如何に取り組むか 富山 8 

27 7 月 23 日 部長・課長の役割と仕事術 金沢 44 

28 7 月 30 日 海外人材活用の可能性 富山 7 

29 8 月 1 日 「勝てる！採用計画」 富山 9 

30 8 月 2 日 「強い会社」になるための経営実践法 金沢 8 

31 8 月 7 日 班長の仕事とは何かを学ぶ！ 金沢 14 

32 8 月 9 日 入門 決算書の読み方 富山 23 

33 8 月 22 日 部下の褒め方・叱り方 富山 15 

34 8 月 27 日 「機転力」向上セミナー 金沢 42 

35 9 月 2 日 新入社員フォローアップ研修 富山 37 

36 9 月 3 日 新入社員フォローアップ研修 金沢 17 

37 9 月 12 日 売れる営業マンには理由がある 富山 22 

38 10 月 10 日 ロジカルシンキング入門 富山 25 

39 10 月 16 日 1 日で学ぶ税金の基礎知識 金沢 32 

40 10 月 18 日 管理職に必要な基礎力強化セミナー 福井 26 

41 10 月 23 日 ヒューマンエラー対策 富山 23 

42 11 月 1 日 誰でもわかる会計の仕組み 福井 17 

43 11 月 8 日 職場の人事諸問題にいかに対応するか 金沢 24 

44 11 月 13 日 女性のためのスキルアップ研修 金沢 13 

45 11 月 20 日 採算分析と実績管理 富山 39 

46 11 月 21 日 甘えを捨てよ！中堅社員 富山 29 

47 11 月 27 日 画像処理・AI 技術を用いた外観検査自動化 富山 23 

48 11 月 28 日 雑談力養成講座 小松 19 

49 12 月 3 日 プレゼンテーション研修 金沢 17 

50 12 月 17 日 「機転力」向上セミナー 富山 42 

51 1 月 17 日 1 日で学ぶ資金繰りの基礎実務 富山 34 

52 1 月 23 日 営業するならこれだけは押さえたい 金沢 35 
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53 1 月 29 日 ヒューマンエラー対策と危険予知能力向上 金沢 12 

54 2 月 5 日 外観検査の自動化への手引き 富山 24 

55 2 月 13 日 実績をアップする 7つのマネジメント技法 金沢 9 

56 2 月 19 日 意識行動変革セミナー 富山 26 

57 2 月 26 日 「わかりやすく、簡潔に話す技法」講座 富山 15 

58 3 月 4 日 指導スキルを中心とした OJT 実施研修 金沢 延期 

59 3 月 9 日 中堅女性社員のためのスキルアップセミナー 富山 中止 

60 3 月 11 日 ビジネスマナーを中心とした実践研修 富山 延期 

 計   1,269 

3 月 4 日～11 日は、新型コロナウイルスの感染拡大により延期・中止としました 

（参加申込取消し：56 名） 

 

（７）委員等への就任 

当研究所の役職員は国の機関や富山県はじめ県内各自治体などからの要請

により、合計１８の委員会などに委員を委嘱され、合計３２回の会議に出席

し、地域発展に向けての意見・提言を行いました。 

 

５．広 報 

（１）月刊誌「北陸経済研究」 

月刊誌「北陸経済研究」は毎月４,８００部を定期的に刊行しており、２０

２０年２月２５日に発行しました３・４月合併号で４８１号となります。 

 

（２）年刊「北陸三県会社要覧」 

・２０２０年版は２,２１１社（前年２,２１９社に対し８社減少）を収録し、

１月に３,８００部を発行いたしました。 

・掲載用原稿入力にあっては、入力企業の利便性に配慮したＷＥＢシステム

の利用が７７２社（前年６５４社に対し、１１８社増加）となりました。 

・昨年に引き続きデジタルブックを作成し、賛助会員を対象に２月から閲覧

可能としました。 

 

（３）北陸経済研究叢書０３の発刊 

   「北陸主要企業のトップが語る成長戦略～人を生かし、技術を磨き、地域

に貢献する～」を２０１９年５月に発刊しました。 

 

（4）経済用語解説集「教えて！富山けいざい」の発刊  

   ２０１７年１０月～２０１９年８月に北日本新聞経済面に隔週で掲載さ

れた３６テーマを冊子化し２０１９年１０月に発刊しました。賛助会員

を中心に無料配付いたしました。 
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（5）マスコミへの対応 

・月刊誌「北陸経済研究」を発行の都度、地元紙をはじめ各新聞記者との懇

談会を催し、調査担当者がテ－マに応じて研究結果を発表いたしました。 

 それらの調査研究に関する内容を中心に当研究所に関する記事が６８回掲

載されました。 

 

・マスコミからの取材・質問には６２回対応し、それらの内容は業界誌など

に掲載されています。ちなみに、日経テレコンの検索結果にみる当研究所

の報道件数は１５１件となっています。 

年度 2012  2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

件数 92 104 106 133 132 162 170 151 

テレビ、ラジオへの出演依頼については２８回対応いたしました。高岡大

和閉店、消費税増税、富山駅南北接続、北陸新幹線開業５周年、新型コロナ

ウイルス関連などについての出演依頼がありました。 

 

（５）情報提供活動 

ホームページによるセミナーや講演会案内など、内容の充実に努めるとと

もに更新を逐次実施し、よりいっそうスピーディーな情報提供とサービス向

上に努めました。 

 

（６）図書 

当研究所の所蔵図書数は２６,７１４冊となっています。研究所での利用の

みならず、賛助会員などの方の利用にも供されております。 

また北陸銀行所蔵の企業年史を当研究所に移管し、既存の年史と合わせ計

７０２冊のリストを北陸銀行本支店に公開し利用に供する体制も整えました。 

以 上 
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２０１9 年度事業報告附属明細書 

 
２０１９年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施

行規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重

要な事項」が存在しないので、作成しない。 
 


